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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表されるスピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含むことを特徴とす
る酸素センサー。
【化１】

［一般式（１）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ17は、各々
独立に水素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。Ｒ9、
Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に水素原子またはα位に非
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共有電子対を持たない電子吸引基である。Ｚは、単結合またはカルボニル基を表す。ただ
し、Ｚが単結合であるとき、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少
なくとも１つはα位に非共有電子対を持たない電子吸引基である。］
【請求項２】
　一般式（１）のＺが単結合であることを特徴とする請求項１に記載の酸素センサー。
【請求項３】
　一般式（１）のＲ17がアリール基であることを特徴とする請求項１または２に記載の酸
素センサー。
【請求項４】
　一般式（１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なくとも１
つが、シアノ基、または下記一般式（６）～（９）のいずれかで表される構造を有するこ
とを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の酸素センサー。
【化２】

［上式において、Ｒ61およびＲ62は、各々独立に置換もしくは無置換のアリール基を表す
。Ｒ71およびＲ72は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置
換もしくは無置換のアリール基を表し、Ｒ71およびＲ72は一緒になって環構造を形成して
いてもよい。Ｒ81、Ｒ82およびＲ83は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアル
キル基、または置換もしくは無置換のアリール基を表し、Ｒ81およびＲ82は一緒になって
環構造を形成していてもよく、Ｒ82およびＲ83は一緒になって環構造を形成していてもよ
い。Ｒ91は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置換もしくは無置換のア
リール基を表し、Ｚはヘテロ芳香環を形成するのに必要な連結基を表す。］
【請求項５】
　一般式（１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なくとも１
つが、下記のいずれかの構造を有することを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記
載の酸素センサー。
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【化３】

【請求項６】
　下記一般式（２１）で表されるスピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含むことを特徴と
する酸素センサー。
【化４】

［一般式（２１）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、各々独立
に水素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。Ｒ9、Ｒ10

、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に水素原子または電子吸引基で
あって、少なくとも１つは電子吸引基を表す。］
【請求項７】
　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも２つが電
子供与基であることを特徴とする請求項６に記載の酸素センサー。
【請求項８】
　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4の少なくとも１つが電子供与基であって、Ｒ
5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも１つが電子供与基であることを特徴とする請求項６に
記載の酸素センサー。
【請求項９】
　一般式（２１）のＲ2およびＲ3の少なくとも１つが電子供与基であって、Ｒ6およびＲ7

の少なくとも１つが電子供与基であることを特徴とする請求項６に記載の酸素センサー。
【請求項１０】
　一般式（２１）のＲ2またはＲ3が電子供与基であって、Ｒ6またはＲ7が電子供与基であ
ることを特徴とする請求項６に記載の酸素センサー。
【請求項１１】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも１つは、下記一般式（２２
）～（２４）のいずれかで表される骨格を含む電子供与基であることを特徴とする請求項
６～１０のいずれか一項に記載の酸素センサー。
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【化５】

［一般式（２２）において、Ｚ1は窒素原子、酸素原子、硫黄原子または珪素原子を表し
、Ａ1およびＡ2として各々独立に芳香環、ヘテロ芳香環、脂肪環または非芳香族ヘテロ環
を形成していてもよい。一般式（２３）において、Ｒ20は水素原子、アリール基またはＡ
4で表される環構造を形成するのに必要な原子群を表し、Ａ3およびＡ4として各々独立に
、ヘテロ芳香環または非芳香族ヘテロ環を形成していてもよい。一般式（２４）において
、Ｚ2、Ｚ3、Ｚ4およびＺ5は各々独立に酸素原子または硫黄原子を表す。］
【請求項１２】
　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも１つは、
下記のいずれかの骨格を含む電子供与基であることを特徴とする請求項６～１０のいずれ
か一項に記載の酸素センサー。
【化６】

【請求項１３】
　一般式（２１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なくとも
２つが電子吸引基であることを特徴とする請求項６～１２のいずれか一項に記載の酸素セ
ンサー。
【請求項１４】
　一般式（２１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11およびＲ12の少なくとも１つが電子吸引基であって
、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なくとも１つが電子吸引基であることを特徴とする請
求項６～１２のいずれか一項に記載の酸素センサー。
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【請求項１５】
　一般式（２１）のＲ10またはＲ11が電子吸引基であって、Ｒ14またはＲ15が電子吸引基
であることを特徴とする請求項６～１２のいずれか一項に記載の酸素センサー。
【請求項１６】
　一般式（２１）のＲ10またはＲ11がシアノ基であって、Ｒ14またはＲ15がシアノ基であ
ることを特徴とする請求項６～１２のいずれか一項に記載の酸素センサー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、遅延蛍光材料を用いた酸素センサーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　気体や液体中に存在する酸素を検出する酸素センサーとして、これまでに様々な機器や
装置が提案されている。その中に光学式酸素センサーと呼ばれるものがある。光学式酸素
センサーは、発光材料の発光強度が酸素の存在により変化することを利用するものであり
、構造がシンプルで容易に製造することができるものである。光学式酸素センサーは、使
用時に酸素を消費することがなく、簡単に結果を表示させることができる点で優れている
。
【０００３】
　光学式酸素センサーとして、これまでに種々の発光材料を利用したものが提案されてい
る。例えば特許文献１には、白金族金属の多環芳香族キレート蛍光材料を用いた酸素セン
サーが提案されている。また、特許文献２には、イリジウム錯体を酸素センサーに応用す
ることが記載されている。さらに、非特許文献１には、Ｃ６０やＣ７０フラーレンを含む
遅延蛍光材料を酸素センサーに利用することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第６６６４１１１号公報
【特許文献２】国際公開ＷＯ２０１１／０２４７３７号公報
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】Ann. N.Y. Acad. Sci. 1130, 224-234 (2008)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１や特許文献２に記載されているように、これまでに提案されている多くの光
学式酸素センサーの発光材料は貴金属を含むものである。しかしながら、貴金属を含む酸
素センサーは製造コストが高くて、工業的に利用しにくいという問題がある。また、毒性
や環境への影響が懸念されるものもあるため、積極的に利用しにくい側面もある。このた
め、貴金属を用いない光学式酸素センサーを提供することが望まれている。
【０００７】
　また、光学式酸素センサーに用いられる発光材料は、通常は蛍光発光材料かリン光発光
材料であるが、蛍光発光材料には発光寿命が短いという問題があり、リン光発光材料には
発光強度が弱いという問題がある。このため、ほとんどの光学式酸素センサーは発光寿命
か発光強度のいずれかが不十分であるという問題を抱えている。蛍光発光材料の寿命を改
善するために、非特許文献１に記載されるように遅延蛍光材料を酸素センサーに用いるこ
とが提案されている。しかしながら、非特許文献１に記載される材料は室温で十分な発光
がみられないため、その利用範囲が極めて限られてしまうという問題がある。
【０００８】
　本発明者らはこれらの従来技術の課題を考慮して、貴金属を含まない新たな遅延蛍光材
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料を用いた実用性のある酸素センサーを提供することを目的として鋭意検討を進めた。特
に、室温において十分な発光強度を有しており、発光寿命が長くて感度も良好なものも含
む新たな酸素センサーを提供することを目的として鋭意検討を進めた。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の目的を達成するために鋭意検討を進めた結果、本発明者らは、遅延蛍光を示すス
ピロ化合物を酸素センサーに応用可能であることを見出した。特に、特定の骨格を有する
スピロ化合物の中に、優れた酸素センサーを作製できる遅延蛍光材料があることを明らか
にした。本発明者らは、この知見に基づいて、上記の課題を解決する手段として、以下の
本発明を提供するに至った。
【００１０】
［１］　スピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含むことを特徴とする酸素センサー。
［２］　前記スピロ化合物が、アクリジン骨格、フルオレン骨格およびアントロン骨格か
らなる群より選択される少なくとも１つの骨格を含む化合物であることを特徴とする［１
］に記載の酸素センサー。
【００１１】
［３］　前記スピロ化合物が下記一般式（１）で表される化合物であることを特徴とする
［２］に記載の酸素センサー。
【化１】

［一般式（１）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ17は、各々
独立に水素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。Ｒ9、
Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に水素原子またはα位に非
共有電子対を持たない電子吸引基である。Ｚは、単結合またはカルボニル基を表す。ただ
し、Ｚが単結合であるとき、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少
なくとも１つはα位に非共有電子対を持たない電子吸引基である。］
［４］　一般式（１）のＺが単結合であることを特徴とする［３］に記載の酸素センサー
。
［５］　一般式（１）のＲ17がアリール基であることを特徴とする［３］または［４］に
記載の酸素センサー。
［６］　一般式（１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なく
とも１つが、シアノ基、または下記一般式（６）～（９）のいずれかで表される構造を有
することを特徴とする［３］～［５］のいずれか一項に記載の酸素センサー。
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【化２】

［上式において、Ｒ61およびＲ62は、各々独立に置換もしくは無置換のアリール基を表す
。Ｒ71およびＲ72は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置
換もしくは無置換のアリール基を表し、Ｒ71およびＲ72は一緒になって環構造を形成して
いてもよい。Ｒ81、Ｒ82およびＲ83は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアル
キル基、または置換もしくは無置換のアリール基を表し、Ｒ81およびＲ82は一緒になって
環構造を形成していてもよく、Ｒ82およびＲ83は一緒になって環構造を形成していてもよ
い。Ｒ91は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置換もしくは無置換のア
リール基を表し、Ｚはヘテロ芳香環を形成するのに必要な連結基を表す。］
［７］　一般式（１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なく
とも１つが、下記のいずれかの構造を有することを特徴とする［３］～［５］のいずれか
一項に記載の酸素センサー。
【化３】

【００１２】
［８］　前記スピロ化合物が下記一般式（２１）で表される化合物であることを特徴とす
る［２］に記載の酸素センサー。
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［一般式（２１）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、各々独立
に水素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。Ｒ9、Ｒ10

、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に水素原子または電子吸引基で
あって、少なくとも１つは電子吸引基を表す。］
［９］　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも２
つが電子供与基であることを特徴とする［８］に記載の遅延蛍光材料。
［１０］　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4の少なくとも１つが電子供与基であ
って、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも１つが電子供与基であることを特徴とする［
８］に記載の遅延蛍光材料。
［１１］　一般式（２１）のＲ2およびＲ3の少なくとも１つが電子供与基であって、Ｒ6

およびＲ7の少なくとも１つが電子供与基であることを特徴とする［８］に記載の遅延蛍
光材料。
［１２］　一般式（２１）のＲ2またはＲ3が電子供与基であって、Ｒ6またはＲ7が電子供
与基であることを特徴とする［８］に記載の遅延蛍光材料。
［１３］　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも１つは、下記一般
式（２２）～（２４）のいずれかで表される骨格を含む電子供与基であることを特徴とす
る［８］～［１２］のいずれか一項に記載の遅延蛍光材料。



(9) JP 5590573 B2 2014.9.17

10

20

30

40

50

【化８】

［一般式（２２）において、Ｚ1は窒素原子、酸素原子、硫黄原子または珪素原子を表し
、Ａ1およびＡ2として各々独立に芳香環、ヘテロ芳香環、脂肪環または非芳香族ヘテロ環
を形成していてもよい。一般式（２３）において、Ｒ20は水素原子、アリール基またはＡ
4で表される環構造を形成するのに必要な原子群を表し、Ａ3およびＡ4として各々独立に
、ヘテロ芳香環または非芳香族ヘテロ環を形成していてもよい。一般式（２４）において
、Ｚ2、Ｚ3、Ｚ4およびＺ5は各々独立に酸素原子または硫黄原子を表す。］
［１４］　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも
１つは、下記のいずれかの骨格を含む電子供与基であることを特徴とする［８］～［１２
］のいずれか一項に記載の遅延蛍光材料。
【化９】

［１５］　一般式（２１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少
なくとも２つが電子吸引基であることを特徴とする［８］～［１４］のいずれか一項に記
載の遅延蛍光材料。
［１６］　一般式（２１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11およびＲ12の少なくとも１つが電子吸引基
であって、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なくとも１つが電子吸引基であることを特徴
とする［８］～［１４］のいずれか一項に記載の遅延蛍光材料。
［１７］　一般式（２１）のＲ10またはＲ11が電子吸引基であって、Ｒ14またはＲ15が電
子吸引基であることを特徴とする［８］～［１４］のいずれか一項に記載の遅延蛍光材料
。
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［１８］　一般式（２１）のＲ10またはＲ11がシアノ基であって、Ｒ14またはＲ15がシア
ノ基であることを特徴とする［８］～［１４］のいずれか一項に記載の遅延蛍光材料。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によって、遅延蛍光を示すスピロ化合物を用いた新しい酸素センサーが提供され
る。本発明の酸素センサーは、貴金属を含まないために安価に提供することが可能である
。また、本発明によれば、室温において十分な発光強度を有しており、発光寿命が長くて
感度も良好な酸素センサーを提供することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】実施例１の酸素センサー中央部に窒素ガスを吹き付けた状態を示す概略図である
。
【図２】実施例１の酸素センサー中央部に窒素ガスを吹き付けたときの写真である。
【図３】実施例１の酸素センサーの量子効率－波長特性を示すグラフである。
【図４】実施例１の酸素センサーのＰＬ過渡減衰を示すグラフである。
【図５】実施例２における共蒸着膜の発光スペクトルである。
【図６】実施例２における共蒸着膜のＰＬ過渡減衰を示すグラフである。
【図７】実施例３における共蒸着膜の発光スペクトルである。
【図８】実施例３における共蒸着膜のＰＬ過渡減衰を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。以下に記載する構成要件の説明
は、本発明の代表的な実施態様や具体例に基づいてなされることがあるが、本発明はその
ような実施態様や具体例に限定されるものではない。なお、本明細書において「～」を用
いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値および上限値として含
む範囲を意味する。
【００１６】
［酸素センサー］
（遅延蛍光材料）
　本発明の酸素センサーは、スピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含むことを特徴とする
。ここでいうスピロ化合物とは、化合物中に存在する２個の環骨格が互いに１つの原子を
共有していて、その２個の環骨格は前記１つの共有原子以外の連結基や単結合によって互
いに結合していない構造を含む化合物を意味する。本発明では、特に芳香環を有するスピ
ロ化合物からなる遅延蛍光材料を用いることが好ましく、芳香環を４つ以上有するスピロ
化合物からなる遅延蛍光材料を用いることがより好ましく、アクリジン骨格、フルオレン
骨格およびアントロン骨格からなる群より選択される少なくとも１つの骨格を含むスピロ
化合物からなる遅延蛍光材料を用いることがさらに好ましい。そのようなスピロ化合物と
して、スピロ［アクリジン－９，９’－フルオレン］骨格を有する化合物、スピロ［アク
リジン－９，９’－アントロン］骨格を有する化合物、スピロビフルオレン骨格（スピロ
［フルオレン－９，９’－フルオレン］骨格）を有する化合物などを挙げることができる
。なかでも、後述する一般式（１）で表される構造を有する化合物からなる遅延蛍光材料
や、一般式（２１）で表される構造を有する化合物からなる遅延蛍光材料を好ましく用い
ることができる。
【００１７】
（形態）
　本発明の酸素センサーは、スピロ化合物からなる遅延蛍光材料を用いて様々な形態に構
成することができる。
　典型的な酸素センサーは、スピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含む薄膜を有する酸素
センサーである。例えば、そのような薄膜は基材上に形成することが可能であり、蒸着法
や塗布法などにより薄膜を形成することができる。これらの蒸着法や塗布法については、
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通常用いられている方法を適宜アレンジすることにより実施することができる。形成する
薄膜は、スピロ化合物からなる遅延蛍光材料以外の材料を含むものであってもよい。例え
ば、ホスト材料やバインダーなどを適宜選択して使用することができる。遅延蛍光材料以
外の材料も使用して薄膜を形成する場合、薄膜中には遅延蛍光材料を０．０１重量％以上
含有させることが好ましく、０．１重量％以上含有させることがより好ましい。例えば、
１～１０重量％の範囲内で遅延蛍光材料を用いる態様を例示することができる。
【００１８】
　薄膜を形成する際に用いる基材としては、シリコン系の基材や石英系の基材を用いるこ
とが好ましいが、本発明で用いることができる基材はこれらに限定されるものではない。
厚みやサイズは、本発明の酸素センサーの使用態様や使用目的に応じて適宜決定すること
ができ、その範囲は制限されない。例えば、板状の基材の片面にスピロ化合物からなる遅
延蛍光材料を含む薄膜を形成する態様や、板状の基材の両面にスピロ化合物からなる遅延
蛍光材料を含む薄膜を形成する態様や、酸素検出が必要とされるチャンバ－内に出し入れ
可能な部材を基材として、その表面にスピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含む薄膜を形
成する態様を挙げることができる。また、可撓性のあるフィルム状基材の上にスピロ化合
物からなる遅延蛍光材料を含む薄膜を形成する態様も挙げることができる。可撓性のある
フィルム状基材の上にスピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含む薄膜を形成した酸素セン
サーは、例えば、酸素検出が必要とされている場に存在する壁面や部材上に貼り付けて使
用することが可能である。このとき、壁面や部材の表面状態に応じてフレキシブルに酸素
センサーの形状を適合させて貼り付けることが可能である。さらに他の態様として、ビー
ズ状や小片状の基材にスピロ化合物からなる遅延蛍光材料を薄膜状に形成しておき、それ
をチューブや容器中に多数充填しておいてその空隙にガスや液体を流通させることにより
酸素を検出することも可能である。
【００１９】
　スピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含む薄膜の上には、酸素透過性の透明な保護膜を
形成することが可能である。そのような保護膜は、フィルム状または網目状であることが
好ましい。例えば、酸素透過性の透明な樹脂保護フィルムを用いることが可能である。
　また、スピロ化合物からなる遅延蛍光材料を含む薄膜と基材との間には、スピロ化合物
からなる遅延蛍光材料を含まない中間層を設けることも可能である。そのような中間層は
、例えば外部からの物理的な衝撃を和らげるためのクッション層の機能を持つものであっ
てもよいし、基材表面の凹凸を平坦化するための平坦化層であってもよい。
【００２０】
　本発明の酸素センサーは、流動性のある状態で用いることもできる。例えば、スピロ化
合物からなる遅延蛍光材料を溶液状態にしておいて、その中にガスを吹き込むことにより
ガス中の酸素を検出するために用いることが可能である。また、ガスの入った容器中に、
スピロ化合物からなる遅延蛍光材料の溶液を導入してガス中の酸素を検出してもよい。
【００２１】
（酸素検出）
　本発明の酸素センサーにより酸素を検出する際には、励起光を照射することが好ましい
。例えば、紫外線などの励起光を連続的に酸素センサーに照射し、その発光強度の強弱に
より酸素を検出することができる。本発明の酸素センサーは、大気中において励起光を照
射すると図２に示すように例えば緑色の蛍光を発光する。図２では、酸素センサーの中央
部に窒素ガスを吹き付けているが、窒素ガスを吹き付けた中央部では発光強度が高くなっ
て明るく見える。これは窒素ガスを吹き付けることにより酸素濃度を下げた部位では明る
くなり、酸素濃度が高い部位では暗く発光することを示している。このため、本発明の酸
素センサーを用いれば、発光強度により酸素を検出することができる。
【００２２】
　本発明の酸素センサーに、発光強度を測定する機器をとりつけておけば、発光強度に応
じて酸素濃度を測定することが可能である。すなわち、あらかじめ酸素濃度と発光強度の
関係を調べておき、その相関関係を明らかにしておけば、測定対象物を測定した際の発光
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強度から酸素濃度を知ることができる。このような発光強度測定機器としては、蛍光測定
に通常用いられている機器を採用することができる。また、自動計算機能や自動画像処理
機能を持たせたデータ処理装置を接続することにより、自動化することもできる。
【００２３】
　本発明によれば、従来よりも発光寿命が長い発光材料を用いた酸素センサーを提供する
ことが可能である。例えば、米国特許第６６６４１１１号公報や国際公開ＷＯ２０１１／
０２４７３７号公報に記載されているようなルテニウム錯体に比べて、本発明では例えば
３０倍以上の発光寿命を有する発光材料を用いて酸素センサーを作製することが可能であ
る。発光寿命が長ければ消光を受けやすくなるため、本発明によれば従来よりも低酸素濃
度でも検出できる高感度な酸素センサーを提供することが可能である。
【００２４】
　また本発明によれば、室温でも効果的に酸素を検出することができる酸素センサーを提
供することが可能である。例えば、Ｃ６０やＣ７０フラーレンを用いた従来の遅延蛍光材
料は、ΔＥSTが大きいために室温では高効率で発光させることができないが、本発明によ
ればΔＥSTが小さくて室温でも高効率で発光する遅延蛍光材料により酸素センサーを作製
することが可能である。ここでいうΔＥSTとは、発光ピーク波長で規定される励起一重項
エネルギーと励起三重項エネルギーとのエネルギー差である。
【００２５】
（応用）
　本発明の酸素センサーは、酸素の検出や濃度測定が必要とされる様々なガスや液体に用
いることが可能である。例えば、工業的な用途に限らず、食品や環境や医療や研究の分野
においても応用することが可能であり、その対象は極めて広い。また、本発明の酸素セン
サーは、酸素濃度の経時的な変化を検出したり測定したりすることにも利用することが可
能であり、検出や測定が必要なときに限って励起光を照射して記録すれば、効率良く検出
や測定を行うことができる。さらに、本発明の酸素センサーは設置場所を移動させながら
検出や測定を行うことも可能である。
　以下において、本発明の酸素センサーに用いる典型的な遅延蛍光材料について詳しく説
明する。
【００２６】
［一般式（１）で表される化合物］
　本発明の酸素センサーには、下記一般式（１）で表される遅延蛍光材料を好ましく用い
ることができる。
【化７】

【００２７】
　一般式（１）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ17は、各々
独立に水素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。Ｒ9、
Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に水素原子またはα位に非
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、Ｚが単結合であるとき、Ｒ9～Ｒ16の少なくとも１つはα位に非共有電子対を持たない
電子吸引基である。
【００２８】
　一般式（１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ17は、各々独立に水
素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。これらの２つ以
上が電子供与基を表すとき、２つ以上の電子供与基は同一であっても異なっていてもよい
。好ましいのは、同一である場合である。Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8

のうち、電子供与基を表すものはＲ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ17のいずれかで
あることが好ましく、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ6、Ｒ7およびＲ17のいずれかであることがより好まし
い。さらに好ましくは、Ｒ17であるか、あるいは、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ6およびＲ7のいずれか１
つまたは２つであり、２つである場合はＲ2およびＲ3のいずれか１つと、Ｒ6およびＲ7の
いずれか１つであることが好ましい。
【００２９】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ17が表す電子供与基は、スピロ環に
結合したときに電子をこれらの環に対して供与する性質を有する基である。電子供与基は
、芳香族基、ヘテロ芳香族基、脂肪族基のいずれであってもよく、これらの２つ以上が複
合した基であってもよい。電子供与基の例として、アルキル基（直鎖状、分枝状、環状の
いずれであってもよく、好ましくは炭素数１～６であり、より好ましくは炭素数１～３で
あり、具体例としてメチル基、エチル基、プロピル基、ペンチル基、ヘキシル基、イソプ
ロピル基を挙げることができる）、アルコキシ基（直鎖状、分枝状、環状のいずれであっ
てもよく、好ましくは炭素数１～６であり、より好ましくは炭素数１～３であり、具体例
としてメトキシ基を挙げることができる）、アミノ基または置換アミノ基（好ましくは芳
香族基で置換されたアミノ基であり、具体例としてジフェニルアミノ基、アニリル基、ト
リルアミノ基を挙げることができる）、アリール基（単環でも融合環でもよいし、さらに
アリール基で置換されていてもよく、具体例としてフェニル基、ビフェニル基、ターフェ
ニル基を挙げることができる）、複素環構造を含む電子供与基（好ましくは窒素原子また
は硫黄原子を含む複素環構造を含む電子吸引基であり、具体例として、チオフェニル基、
ベンゾチオフェニル基、ジュロリジル基、ピロリル基、インドリル基、カルバゾリル基を
挙げることができる）等を挙げることができる。電子供与基は、例えばσｐ値が－０．０
６以下であるものが好ましく、－０．１４以下であるものがより好ましく、－０．２８以
下であるものがさらに好ましい。
【００３０】
　これらの中で、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、水素原子、または電
子供与基で置換されたアリール基であることが好ましい。ここでいうアリール基は、１つ
の芳香環からなるものであってもよいし、２以上の芳香環が融合した構造を有するもので
あってもよい。アリール基の炭素数は、６～２２であることが好ましく、６～１８である
ことがより好ましく、６～１４であることがさらに好ましく、６～１０であること（すな
わちフェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基）がさらにより好ましく、フェニル基
が最も好ましい。また、アリール基に置換する電子供与基は、上記のσp値を有するもの
であることが好ましい。
【００３１】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、水素原子または下記一般式（２）で
表される基であることがより好ましい。
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【化８】

【００３２】
　一般式（２）において、Ｒ21、Ｒ22、Ｒ23、Ｒ24およびＲ25は、各々独立に水素原子ま
たは電子供与基を表す。ただし、これらの少なくとも１つは電子供与基を表す。ここでい
う電子供与基は、上記のσp値を有するものであることが好ましい。Ｒ21、Ｒ22、Ｒ23、
Ｒ24およびＲ25の中では、Ｒ22およびＲ24が電子供与基であるか、Ｒ23が電子供与基であ
ることが好ましく、Ｒ23が電子供与基であることがより好ましい。
【００３３】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、水素原子または下記一般式（３）～
（５）のいずれかで表される構造を有するものであることがさらに好ましい。
【化９】

【００３４】
　上式において、Ｒ31およびＲ32は、各々独立に置換もしくは無置換のアリール基を表し
、Ｒ31が表すアリール基とＲ32が表すアリール基は連結していてもよい。Ｒ41、Ｒ42およ
びＲ43は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置換もしくは
無置換のアリール基を表し、Ｒ41およびＲ42は一緒になって環構造を形成していてもよく
、Ｒ42およびＲ43は一緒になって環構造を形成していてもよい。Ｒ51、Ｒ52およびＲ53は
、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置換もしくは無置換の
アリール基を表し、Ｒ51およびＲ52は一緒になって環構造を形成していてもよく、Ｒ52お
よびＲ53は一緒になって環構造を形成していてもよい。
　Ｒ41およびＲ42、Ｒ42およびＲ43、Ｒ51およびＲ52、ならびにＲ52およびＲ53が一緒に
なって形成する環構造は、芳香環、ヘテロ芳香環、脂肪環のいずれであってもよいが、芳
香環またはヘテロ芳香環であることが好ましく、芳香環であることがより好ましい。環構
造の具体例として、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、フェナントレン環など
を挙げることができる。
【００３５】
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　本明細書でいうアリール基は、１つの芳香環からなるものであってもよいし、２以上の
芳香環が融合した構造を有するものであってもよい。アリール基の炭素数は、６～２２で
あることが好ましく、６～１８であることがより好ましく、６～１４であることがさらに
好ましく、６～１０であること（すなわちフェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基
）がさらにより好ましい。
　本明細書でいうアルキル基は、直鎖状であっても、分枝状であっても、環状であっても
よい。好ましいのは直鎖状または分枝状のアルキル基である。アルキル基の炭素数は、１
～２０であることが好ましく、１～１２であることがより好ましく、１～６であることが
さらに好ましく、１～３であること（すなわちメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イ
ソプロピル基）がさらにより好ましい。環状のアルキル基としては、例えばシクロペンチ
ル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基を挙げることができる。
　アリール基やアルキル基の置換基としては、アルキル基、アリール基、アルコキシ基、
アリールオキシ基を挙げることができる。置換基として採用しうるアルキル基とアリール
基の説明と好まし範囲は、上記と同じである。また、置換基として採用しうるアルコキシ
基は、直鎖状であっても、分枝状であっても、環状であってもよい。好ましいのは直鎖状
または分枝状のアルコキシ基である。アルコキシ基の炭素数は、１～２０であることが好
ましく、１～１２であることがより好ましく、１～６であることがさらに好ましく、１～
３であること（すなわちメトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、イソプロポキシ基
）がさらにより好ましい。環状のアルコキシ基としては、例えばシクロペンチルオキシ基
、シクロヘキシルオキシ基、シクロヘプチルオキシ基を挙げることができる。また、置換
基として採用しうるアリールオキシ基は、１つの芳香環からなるものであってもよいし、
２以上の芳香環が融合した構造を有するものであってもよい。アリールオキシ基の炭素数
は、６～２２であることが好ましく、６～１８であることがより好ましく、６～１４であ
ることがさらに好ましく、６～１０であること（すなわちフェニルオキシ基、１－ナフチ
ルオキシ基、２－ナフチルオキシ基）がさらにより好ましい。
　一般式（３）～（５）中のアルキル基とアリール基の置換基としては、電子供与性を示
す基も挙げることができる。
【００３６】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8が表す電子供与基の好ましい具体例を以
下に列挙する。ただし、一般式（１）において採用することができる電子供与基は、これ
らの具体例によって限定的に解釈されることはない。
【化１０】

【００３７】
　一般式（１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に
水素原子またはα位に非共有電子対を持たない電子吸引基を表す。ただし、Ｚが単結合で
あるとき、これらの少なくとも１つはα位に非共有電子対を持たない電子吸引基を表す。
これらの２つ以上が電子吸引基を表すとき、２つ以上の電子吸引基は同一であっても異な
っていてもよい。好ましいのは、同一である場合である。Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13

、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうち、電子吸引基を表すものはＲ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14

およびＲ15のいずれかであることが好ましく、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ14およびＲ15のいずれかで
あることがより好ましい。さらに好ましくは、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ14およびＲ15のいずれか１
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つまたは２つであり、２つである場合はＲ10およびＲ11のいずれか１つと、Ｒ14およびＲ
15のいずれか１つであることが好ましい。
【００３８】
　一般式（１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16が表す電子吸引
基は、スピロ環に結合したときに電子をスピロ環から吸引する性質を有する基である。た
だし、α位に非共有電子対を持つ電子吸引基（例えばハロゲン原子）は除かれる。電子吸
引基は、芳香族基、ヘテロ芳香族基、脂肪族基のいずれであってもよく、これらの２つ以
上が複合した基であってもよい。電子吸引基の例として、ニトロ基、パーフルオロアルキ
ル基（好ましくは炭素数１～６であり、より好ましくは炭素数１～３であり、具体例とし
てトリフルオロメチル基を挙げることができる）、スルホニル基、複素環構造を含む電子
吸引基（好ましくは窒素原子または硫黄原子を含む複素環構造を含む電子吸引基であり、
具体例として、オキサジアゾリル基、ベンゾチアジアゾリル基、テトラゾリル基、チアゾ
リル基、イミダゾリル基等を挙げることができる）、フォスフィンオキシド構造を含む基
、シアノ基等を挙げることができる。電子吸引基の群として、例えば上記の電子吸引基の
具体例からシアノ基を除いた群を挙げることができる。電子吸引基は、例えばσp値が０
．０２以上であるものが好ましく、０．３４以上であるものがより好ましく、０．６２以
上であるものがさらに好ましい。
【００３９】
　Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうちの少なくとも１つは、シ
アノ基、または下記一般式（６）～（９）のいずれかで表される構造を有することが好ま
しい。

【化１１】

【００４０】
　上式において、Ｒ61およびＲ62は、各々独立に置換もしくは無置換のアリール基を表す
。Ｒ71およびＲ72は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置
換もしくは無置換のアリール基を表し、Ｒ71およびＲ72は一緒になって環構造を形成して
いてもよい。Ｒ81、Ｒ82およびＲ83は、各々独立に水素原子、置換もしくは無置換のアル
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キル基、または置換もしくは無置換のアリール基を表し、Ｒ81およびＲ82は一緒になって
環構造を形成していてもよく、Ｒ82およびＲ83は一緒になって環構造を形成していてもよ
い。Ｒ91は水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、または置換もしくは無置換のア
リール基を表し、Ｚはヘテロ芳香環を形成するのに必要な連結基を表す。Ｚの連結鎖は炭
素原子のみからなるものであってもよいし、ヘテロ原子のみからなるものであってもよい
し、炭素原子とヘテロ原子が混在しているものであってもよい。ヘテロ原子としては、窒
素原子が好ましい。また、連結鎖は２～４原子長であることが好ましく、２または３原子
長であることがより好ましい。
　ここでいうアリール基とアルキル基の説明と好ましい範囲については、Ｒ41、Ｒ42、Ｒ
43、Ｒ51、Ｒ52およびＲ53が採りうるアリール基とアルキル基の説明と好ましい範囲を参
照することができる。ただし、一般式（６）～（９）におけるアリール基やアルキル基の
置換基としては、アルキル基、アリール基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基の他に
、電子吸引性を示す基も挙げることができる。
【００４１】
　Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16が表す電子吸引基の好ましい具
体例を以下に列挙する。ただし、一般式（１）において採用することができる電子吸引基
は、これらの具体例によって限定的に解釈されることはない。
【化１２】

【００４２】
　一般式（１）におけるＲ17は、水素原子または電子供与基を表し、Ｒ17の電子供与基に
ついては、上記のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8における電子供与基の説
明と好ましい範囲を参照することができる。ただし、Ｒ17の電子供与基は、無置換のアリ
ール基であることも好ましく、その中では無置換のフェニル基であることがより好ましい
。Ｒ17の電子供与基は、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8における電子供与
基と同一であっても異なっていてもよい。
【００４３】
　一般式（１）におけるＺは、単結合またはカルボニル基である。いずれも好ましい。発
光効率の観点からは、例えば、Ｒ17がアリール基であって、Ｚがカルボニル基である化合
物群などが、より好ましい。
【００４４】
　一般式（１）で表される化合物の分子量は、例えば該化合物を含む有機層を蒸着法によ
り製膜して利用することを意図する場合には、１５００以下であることが好ましく、１２
００以下であることがより好ましく、１０００以下であることがさらに好ましく、８００
以下であることがさらにより好ましい。分子量の下限値については、例えば３５０以上と
することができる。
【００４５】
　以下において、一般式（１）で表される化合物の具体例を例示するが、本発明において
用いることができる一般式（１）で表される化合物はこれらの具体例によって限定的に解
釈されるべきものではない。なお、表中において、Ｄ１～Ｄ３は上記の電子供与基で置換
されたアリール基を表し、Ａ１～Ａ５は上記の電子吸引基を表し、Ｈは水素原子を表し、
Ｐｈはフェニル基を表す。
【００４６】
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【００４７】
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【表２】

【００４８】
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【００４９】
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【表４】

【００５０】
　一般式（１）で表される化合物の合成法は特に制限されない。一般式（１）で表される
化合物の合成は、既知の合成法や条件を適宜組み合わせることにより行うことができる。
　例えば、好ましい合成法として、下記のスキームで表される合成法を挙げることができ
る。ここでは、アクリジン骨格に電子供与基Ｄが１つ置換し、アクリジン骨格の窒素原子
にＲ17が置換し、フルオレン骨格に電子吸引基Ａが１つ置換した一般式（１５）の化合物
の合成法を典型例として挙げている。
【００５１】
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【００５２】
　上記のスキームでは、まず一般式（１１）で表されるハロゲン置換ジフェニルアミンに
対して、ｎ－ブチルリチウムを反応させ、さらに一般式（１２）で表されるフルオレンを
反応させる。これによって得られる一般式（１３）で表されるフルオレン誘導体に、酢酸
と濃塩酸を添加して加熱することにより閉環反応を行い、一般式（１４）で表される目的
生成物を得ることができる。一般式（１１）におけるＸはハロゲン原子を表す。具体的に
はフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子を挙げることができ、塩素原子、臭素原
子、ヨウ素原子が好ましく、臭素原子がより好ましい。一般式（１１）、（１３）および
（１４）におけるＤは電子供与基を表し、一般式（１２）、（１３）および（１４）にお
けるＡは電子吸引基を表す。第１ステップのカップリング反応と、第２ステップの閉環反
応には、同種のカップリング反応や閉環反応に通常用いられている反応条件を採用するこ
とができる。
【００５３】
　一般式（１４）以外の一般式（１）で表される化合物の合成法は、上記のスキームの方
法に準じて合成することができる。例えば、一般式（１）で表される化合物のうち、アン
トロン骨格を有するものについては、上記スキームの一般式（１２）で表される化合物の
代わりに、電子吸引基Ａで置換されたアントラキノン（アントラセン－９，１０－キノン
）を用いることにより、同様に合成することができる。また、スピロ環に導入しようとし
ている電子供与基Ｄの種類や電子吸引基Ａの種類によっては、その置換基に特有の反応を
利用することも可能である。例えば、電子吸引基としてシアノ基を導入しようとする場合
は、シアノ基を導入しようとしている位置にハロゲン原子が置換したスピロ化合物を合成
しておいて、次いでＣｕＣＮとハロゲン原子を反応させることによってハロゲン原子をシ
アノ基へ変換することができる。
　これらの反応の詳細については、後述の合成例を参考にすることができる。また、一般
式（１）で表される化合物は、その他の公知の合成反応を組み合わせることによっても合
成することができる。
【００５４】
［一般式（２１）で表される化合物］
　本発明の酸素センサーには、下記一般式（２１）で表される遅延蛍光材料を好ましく用
いることもできる。
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【化１４】

【００５５】
　一般式（２１）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、各々独立
に水素原子または電子供与基であって、少なくとも１つは電子供与基を表す。Ｒ9、Ｒ10

、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立に水素原子または電子吸引基で
あって、少なくとも１つは電子吸引基を表す。
【００５６】
　一般式（２１）のＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、各々独立に水素原
子または電子供与基を表す。ただし、これらの少なくとも１つは電子供与基を表す。これ
らの２つ以上が電子供与基を表すとき、２つ以上の電子供与基は同一であっても異なって
いてもよい。好ましいのは、同一である場合である。Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ
7およびＲ8のうち、電子供与基を表すものはＲ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6およびＲ7のいずれ
か１つ以上、望ましくは２つ以上であることが好ましく、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ6およびＲ7のいず
れか１つ以上、望ましくは２つ以上であることがより好ましい。さらに好ましくは、Ｒ2

、Ｒ3、Ｒ6およびＲ7のいずれか１つ以上、望ましくは２つ以上であり、２つである場合
はＲ2およびＲ3のいずれか１つと、Ｒ6およびＲ7のいずれか１つであることが好ましい。
【００５７】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8が表す電子供与基は、スピロビフルオレ
ン環に結合したときに電子をスピロビフルオレン環に対して供与する性質を有する基であ
る。電子供与基は、芳香族基、ヘテロ芳香族基、脂肪族基のいずれであってもよく、これ
らの２つ以上が複合した基であってもよい。電子供与基の例として、アルキル基（直鎖状
、分枝状、環状のいずれであってもよく、好ましくは炭素数１～６であり、より好ましく
は炭素数１～３であり、具体例としてメチル基、エチル基、プロピル基、ペンチル基、ヘ
キシル基、イソプロピル基を挙げることができる）、アルコキシ基（直鎖状、分枝状、環
状のいずれであってもよく、好ましくは炭素数１～６であり、より好ましくは炭素数１～
３であり、具体例としてメトキシ基を挙げることができる）、アミノ基または置換アミノ
基（好ましくは芳香族基で置換されたアミノ基であり、具体例としてジフェニルアミノ基
、アニリル基、トリルアミノ基を挙げることができる）、アリール基（単環でも融合環で
もよいし、さらにアリール基で置換されていてもよく、具体例としてフェニル基、ビフェ
ニル基、ターフェニル基を挙げることができる）、複素環構造を含む電子供与基（好まし
くは窒素原子または硫黄原子を含む複素環構造を含む電子供与基である。具体例として、
チオフェニル基、ベンゾチオフェニル基、ジュロリジル基、ピロリル基、インドリル基、
カルバゾリル基を挙げることができる。）等を挙げることができる。電子供与基は、例え
ばσｐ値が－０．０６以下であるものが好ましく、－０．１４以下であるものがより好ま
しく、－０．２８以下であるものがさらに好ましい。
【００５８】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8のうちの少なくとも１つは、下記一般式
（２２）～（２４）のいずれかで表される骨格を含む電子供与基であることが好ましい。
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【化１５】

【００５９】
　一般式（２２）において、Ｚ1は窒素原子、酸素原子、硫黄原子または珪素原子を表す
。また、一般式（２２）におけるＡ1およびＡ2は、各々独立に芳香環、ヘテロ芳香環、脂
肪環または非芳香族ヘテロ環を形成していてもよいし、これらの環を形成していなくても
よい。例えば、Ｚ1が窒素原子であるとき、Ａ1およびＡ2が両方ともベンゼン環を形成し
ている場合は、一般式（２２）はカルバゾール骨格を表す。また、Ａ1がベンゼン環を形
成していて、Ａ2が環構造を形成していない場合は、一般式（２２）はインドール骨格を
表す。さらに、Ａ1およびＡ2が両方とも環構造を形成していない場合は、一般式（２２）
はピロール骨格を表す。他の例として、Ｚ1が珪素原子であるとき、Ａ1およびＡ2が両方
ともベンゼン環を形成している場合は、一般式（２２）はシラフロオレン骨格を表す。ま
た、Ｚ1が硫黄原子であるとき、Ａ1がベンゼン環を形成していて、Ａ2が環構造を形成し
ていない場合は、一般式（２２）はベンゾチオフェン骨格を表す。
　一般式（２２）のＡ1およびＡ2が環構造を形成しているとき、その環構造は複数の環が
融合した融合環構造であってもい。そのような融合環は、芳香環どうしが融合したもので
あってもよいし、ヘテロ芳香環どうしが融合したものであってもよいし、脂肪環どおりが
融合したものであってもよいし、さらには芳香環とヘテロ芳香環のように異なる種類の環
が融合したものであってもよく、特に制限されない。また、融合する環どうしは同一であ
っても異なっていてもよい。例えば、Ｚ1が硫黄原子であるとき、Ａ1がフラン環がベンゼ
ン環に融合した環構造を形成していて、Ａ2が環構造を形成していない場合は、一般式（
２２）はベンゾジフラン骨格を表す。
　一般式（２２）のＡ1およびＡ2が形成しうる環構造は、芳香環または複素芳香環である
ことが好ましく、芳香環であることがより好ましい。
【００６０】
　Ａ1およびＡ2が形成しうる芳香環はベンゼン環である。Ａ1およびＡ2が形成しうるヘテ
ロ芳香環としては、例えばフラン環、チオフェン環、ピロール環、オキサゾール環、イソ
オキサゾール環、チアゾール環、イソチアゾール環、イミダゾール環、ピラゾール環、フ
ラザン環、ピリジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、ピラジン環を挙げることができる
。Ａ1およびＡ2が形成しうる脂肪環として、シクロペンテン環、シクロヘキセン環、シク
ロヘプテン環、シクロペンタジエン環、シクロヘキサジエン環、シクロヘプタジエン環、
シクロヘプタトリエン環を挙げることができる。Ａ1およびＡ2が形成しうる非芳香族ヘテ
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ロ環として、例えば、ピロリン環、イミダゾリン環、ピラゾリン環を挙げることができる
。Ａ1およびＡ2が形成しうる融合環としては、例えば、ナフタレン環、アントラセン環、
フェナントレン環、ピレン環、インドール環、イソインドール環、インダゾール環、クロ
メン環、キノリン環、イソキノリン環、シンノリン環、キナゾリン環、キノキサリン環、
フタラジン環、プテリジン環、キサンテン環、カルバゾール環、フェナントリジン環、ア
クリジン環、フェナジン環、フェナントロリン環等を挙げることができる。
【００６１】
　一般式（２３）において、Ｒ20は水素原子、アリール基またはＡ4で表される環構造を
形成するのに必要な原子群を表す。また、一般式（２３）におけるＡ3およびＡ4は、各々
独立にヘテロ芳香環または非芳香族ヘテロ環を形成していてもよいし、これらの環を形成
していなくてもよい。Ａ3およびＡ4が形成しうるヘテロ芳香環または非芳香族ヘテロ環の
具体例については、上記のＡ1およびＡ2が形成しうるヘテロ芳香環または非芳香族ヘテロ
環の具体例を参照することができる。また、Ｒ20が採りうるアリール基は、１つの芳香環
からなるものであってもよいし、２以上の芳香環が融合した構造を有するものであっても
よい。アリール基の環構成炭素数は、６～２２であることが好ましく、６～１８であるこ
とがより好ましく、６～１４であることがさらに好ましく、６～１０であること（すなわ
ちベンゼン環、ナフタレン環）がさらにより好ましく、フェニル基が最も好ましい。
【００６２】
　一般式（２３）で表される構造の例として、例えば、Ｒ20が水素原子で、Ａ3が環構造
を形成していない場合は、一般式（２３）はアニリン骨格を表す。また、Ｒ20がベンゼン
環で、Ａ3が環構造を形成していない場合は、一般式（２３）はジフェニルアミン骨格を
表す。さらに、Ｒ20がピペリジン環を形成するのに必要な原子群であり、Ａ3がピペリジ
ン環を形成している場合は、一般式（２３）はジュロリジン骨格を表す。
【００６３】
　一般式（２４）において、Ｚ2、Ｚ3、Ｚ4およびＺ5は各々独立に酸素原子または硫黄原
子を表す。これらの原子は同一であっても異なっていてもよいが、好ましいのは同一であ
る場合である。
【００６４】
　以下に一般式（２２）～（２４）で表される環構造の好ましい具体例を例示する。ただ
し、本発明において採用することができる環構造は、これらの具体例によって限定的に解
釈されることはない。
【化１６】

【００６５】
　一般式（２２）～（２４）で表される骨格に結合する原子または原子群は、置換基全体
が電子供与性を示すように選択することができる。これらの骨格に結合することができる
典型的な置換基として、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、アリールオキシ基を挙
げることができる。また、電子供与基を置換基として採用することも好ましい。
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　本明細書でいうアルキル基は、直鎖状であっても、分枝状であっても、環状であっても
よい。好ましいのは直鎖状または分枝状のアルキル基である。アルキル基の炭素数は、１
～２０であることが好ましく、１～１２であることがより好ましく、１～６であることが
さらに好ましく、１～３であること（すなわちメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イ
ソプロピル基）がさらにより好ましい。環状のアルキル基としては、例えばシクロペンチ
ル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基を挙げることができる。
　本明細書でいうアリール基は、１つの芳香環からなるものであってもよいし、２以上の
芳香環が融合した構造を有するものであってもよい。アリール基の環構成炭素数は、６～
２２であることが好ましく、６～１８であることがより好ましく、６～１４であることが
さらに好ましく、６～１０であること（すなわちフェニル基、１－ナフチル基、２－ナフ
チル基）がさらにより好ましく、フェニル基が最も好ましい。
　本明細書でいうアルコキシ基は、直鎖状であっても、分枝状であっても、環状であって
もよい。好ましいのは直鎖状または分枝状のアルコキシ基である。アルコキシ基の炭素数
は、１～２０であることが好ましく、１～１２であることがより好ましく、１～６である
ことがさらに好ましく、１～３であること（すなわちメトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロ
ポキシ基、イソプロポキシ基）がさらにより好ましい。環状のアルコキシ基としては、例
えばシクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基、シクロヘプチルオキシ基を挙げ
ることができる。
　本明細書でいうアリールオキシ基は、１つの芳香環からなるものであってもよいし、２
以上の芳香環が融合した構造を有するものであってもよい。アリールオキシ基の炭素数は
、６～２２であることが好ましく、６～１８であることがより好ましく、６～１４である
ことがさらに好ましく、６～１０であること（すなわちフェニルオキシ基、１－ナフチル
オキシ基、２－ナフチルオキシ基）がさらにより好ましい。
【００６６】
　一般式（２１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16は、各々独立
に水素原子または電子吸引基を表す。ただし、これらの少なくとも１つは電子吸引基を表
す。これらの２つ以上が電子吸引基を表すとき、２つ以上の電子吸引基は同一であっても
異なっていてもよい。好ましいのは、同一である場合である。Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、
Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうち、電子吸引基を表すものはＲ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、
Ｒ14およびＲ15のいずれか１つ以上、望ましくは２つ以上であることが好ましく、Ｒ10、
Ｒ11、Ｒ14およびＲ15のいずれか１つ以上、望ましくは２つ以上であることがより好まし
い。さらに好ましくは、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ14およびＲ15のいずれか１つ以上、望ましくは２
つ以上であり、２つである場合はＲ10およびＲ11のいずれか１つと、Ｒ14およびＲ15のい
ずれか１つであることが好ましい。
【００６７】
　一般式（２１）のＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16が表す電子吸
引基は、スピロビフルオレン環に結合したときに電子をスピロビフルオレン環から吸引す
る性質を有する基である。電子吸引基は、芳香族基、ヘテロ芳香族基、脂肪族基のいずれ
であってもよく、これらの２つ以上が複合した基であってもよい。電子吸引基の例として
、ニトロ基、パーフルオロアルキル基（好ましくは炭素数１～６であり、より好ましくは
炭素数１～３であり、具体例としてトリフルオロメチル基を挙げることができる）、スル
ホニル基、複素環構造を含む電子吸引基（そのような電子吸引基群として例えばトリアジ
ノ基以外の電子吸引基群を挙げることができ、好ましくは窒素原子または硫黄原子を含む
複素環構造を含む電子吸引基であり、具体例として、オキサジアゾリル基、ベンゾチアジ
アゾリル基、テトラゾリル基、チアゾリル基、イミダゾリル基等を挙げることができる）
、フォスフィンオキシド構造を含む基、シアノ基等を挙げることができる。電子吸引基は
、例えばσp値が０．０２以上であるものが好ましく、０．３４以上であるものがより好
ましく、０．６２以上であるものがさらに好ましい。また、好ましい電子吸引基として、
シアノ基またはシアノ基よりも電子吸引性が大きな基（例えばニトロ基）を挙げることが
できる。
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　一般式（２１）で表される化合物の集合体として、種々の化合物群を規定することが可
能である。例えば、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8の少なくとも１つが電
子供与基で置換されていてもよいジアリールアミノ基であって、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12

、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16の少なくとも１つがシアノ基である化合物群や、一般式（
２１）からその化合物群を除いた化合物群などを挙げることができる。
　一般式（２１）で表される化合物の別の集合体として、例えば、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、
Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうちの１
１～１４個が水素原子である化合物群を挙げることもできる。このとき、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3

、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8のうちの４～７個が水素原子であることが好ましく、６
または７個が水素原子であることがより好ましい。また、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13

、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうちの４～７個が水素原子であることが好ましく、６または７
個が水素原子であることがより好ましい。好ましい例として、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5

、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8のうちの７個が水素原子であって、なおかつＲ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12

、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうちの７個が水素原子である化合物や、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3

、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8のうちの６個が水素原子であって、なおかつＲ9、Ｒ10、
Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16のうちの６個が水素原子である化合物を挙げる
ことができる。
　一般式（２１）で表される化合物のさらに別の集合体として、例えば、モノスピロビフ
ルオレン化合物群を挙げることもできる。この化合物群では、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5

、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15およびＲ16が、スピロビフ
ルオレン環を含む基であることはない。
【００６９】
　一般式（２１）で表される化合物の分子量は、例えば該化合物を含む有機層を蒸着法に
より製膜して利用することを意図する場合には、１５００以下であることが好ましく、１
２００以下であることがより好ましく、１０００以下であることがさらに好ましく、８０
０以下であることがさらにより好ましい。分子量の下限値については、例えば３５０以上
とすることができる。
【００７０】
　以下において、一般式（２１）で表される化合物の具体例を例示するが、本発明におい
て用いることができる一般式（２１）で表される化合物はこれらの具体例によって限定的
に解釈されるべきものではない。なお、表中において、Ｄ１～Ｄ１０は上記の骨格を有す
る無置換の電子供与基を表し、ＣＮはシアノ基を表し、Ｈは水素原子を表す。
【００７１】
【化１７】

【００７２】
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【表５】

【００７３】

【表６】

【００７４】
　上記化合物２０９は公知化合物であり、既知の化合物合成法を組み合わせることにより
合成することが可能である。例えば、化合物２０９は、２，７－ジシアノスピロビフルオ
レンをヨウ化剤でジヨード化することにより、２’、７’－ジヨウ化－２，７－ジシアノ
スピロビフルオレンとし、さらにジフェニルアミンと反応させることによって合成するこ
とができる。各ステップの反応条件は、公知の反応条件を選択して採用することができる
。
【００７５】
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　また、他の好ましい合成法として、以下のスキームで表される合成法も挙げることがで
きる。
【００７６】
【化１８】

【００７７】
　上記のスキームでは、まず一般式（３１）で表されるジハロゲノスピロビフルオレンに
対して一般式（３２）で表されるボロン酸を反応させる。一般式（３１）におけるＸはハ
ロゲン原子を表す。具体的にはフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子を挙げるこ
とができ、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が好ましく、臭素原子がより好ましい。一般
式（３２）におけるＤは、電子供与基を表す。この反応では、一般式（３２）で表される
化合物が一般式（３１）の一方のＸに対してだけ反応するように条件を制御する。例えば
、一般式（３２）で表される化合物の使用量を少量に抑えることにより、二置換体の生成
を抑えることができる。この反応により得られた一般式（３３）で表される化合物を、さ
らに一般式（３４）で表されるボロン酸と反応させる。一般式（３４）におけるＡは電子
吸引基を表す。この反応によって、一般式（３５）で表される目的生成物を得ることがで
きる。第１ステップと第２ステップにおけるハロゲノスピロビフルオレンとボロン酸との
反応には、通常用いられている反応条件を採用することができる。
【００７８】
　上記のスキームの第１ステップと第２ステップで用いるボロン酸は、入れ替えてもよい
。すなわち、第１ステップにおいて一般式（３４）で表されるボロン酸を反応させ、第２
ステップにおいて一般式（３２）で表されるボロン酸を反応させてもよい。
【００７９】
　一般式（３５）以外の一般式（２１）で表される化合物の合成法は、上記のスキームの
方法に準じて合成することができる。また、ハロゲノスピルビフルオレンに導入しようと
している置換基の種類によっては、その置換基に特有の反応を利用することも可能である
。例えば、ジフェニルホスフィニル基を導入しようとする場合は、ハロゲノスピルビフル
オレンとクロロジフェニルホスフィンを反応させてまずジフェニルホスフィノ基を導入し
、次いで過酸化水素などを用いて酸化することによってジフェニルホスフィノ基をジフェ
ニルホスフィニル基へ変換することができる。
【実施例】
【００８０】
　以下に合成例、試験例および製造例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。
以下に示す材料、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適宜変更する
ことができる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例により限定的に解釈される
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べきものではない。
【００８１】
（合成例１）
　本合成例において、以下のスキームにしたがって化合物１を合成した。
【化１９】

【００８２】
　２－ブロモトリフェニルアミン６．０ｇ（１８．５ｍｍｏｌ、１００ｍＬ、化合物１０
１）を三つ口フラスコに入れ、フラスコ内を窒素置換し、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
５０ｍＬを加えて攪拌した。攪拌後、この溶液を－７８℃に冷却して２０分攪拌した。攪
拌後、ｎ－ブチルリチウムヘキサン溶液１１．２ｍＬ（１８．５ｍｍｏｌ）をシリンジに
より加え、－７８℃で２時間攪拌した。次に、この溶液を、２，７－ジブロモ－９－フル
オレノン５．０ｇ（１４．８ｍｍｏｌ、化合物１０２）とテトラヒドロフラン２００ｍＬ
の混合物へ滴下ロートを用いて加えた。この混合物を室温で２０時間攪拌した。攪拌後、
この溶液へ水を加えて３０分攪拌した。この混合物に酢酸エチルを加えて抽出した。有機
層と水層を分離し有機層に硫酸ナトリウムを加えて乾燥した。この混合物を吸引ろ過して
ろ液を得た。得られたろ液を濃縮し、そのまま次の反応に用いた。
【００８３】
　２，７－ジブロモ－９－（２－（ジフェニルアミノ）フェニル）－９Ｈ－フルオレン－
９－オール（１４．８ｍｍｏｌ、化合物１０３）を３００ｍＬナスフラスコに入れ、酢酸
１００ｍＬ、濃塩酸３．０ｍＬを加え、１３０℃で加熱攪拌した。反応終了後、この混合
物を吸引ろ過して固体を得た。得られた固体をメタノールおよび水で洗浄し、得られた固
体をテトラヒドロフラン１Ｌに溶解し、シリカゲルを用いてろ過を行った。得られたろ液
を濃縮して得た固体をアセトンおよび酢酸エチルの混合溶媒で洗浄したところ、粉末状白
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色固体を収量４．２６ｇ、収率５１％で得た。
【００８４】
　２’，７’－ジブロモ－１０－フェニル－１０Ｈ－スピロ［アクリジン－９，９’－フ
ルオレン］２．００ｇ（３．５３ｍｍｏｌ、化合物１０４）、シアン化銅（Ｉ）０．７９
２ｇ（８．８４ｍｍｏｌ）を１００ｍＬ三つ口フラスコに入れ、フラスコ内を窒素置換し
た。この混合物へ、Ｎ－メチル－２－ピロリジノン５０ｍＬを加えた。この混合物を１７
０℃で２０時間攪拌した。次に、この混合物を水酸化ナトリウム水溶液に加えて攪拌し、
次亜塩素酸ナトリウム水溶液を加えてさらに３０分間攪拌した。この混合物をトルエンに
溶解した後、水層と有機層を分離し、有機層を水で洗浄した。この有機層を硫酸マグネシ
ウムにより乾燥した。得られた混合物を吸引ろ過してろ液を得た。さらに、得られたろ液
を濃縮し、シリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製した。カラムクロマトグラフ
ィーは、トルエン：ヘキサン＝１：２を展開溶媒として用い、次いでトルエン、トルエン
：酢酸エチル＝５０：１の混合溶媒を展開溶媒として用いることにより行った。得られた
フラクションを濃縮して得た固体をクロロホルムに溶解し、ＧＰＣを用いて分離した。得
られたフラクションを濃縮して得た固体をアセトンとメタノールの混合溶媒で再結晶し、
針状黄色固体（化合物１）を収量０．８１ｇ、収率５０％で得た。化合物の同定は1Ｈ－
ＮＭＲ，13Ｃ－ＮＭＲ，ＴＯＦ－Ｍａｓｓおよび元素分析により行った。
1H-NMR (500 MHz, CDCl3, TMS, δ): 6.26 (dd, J=7.8Hz, 1.5Hz, 2H), 6.42 (dd, J=8.4
Hz, 0.8Hz, 2H), 6.62 (td,J=7.4Hz, 1.1Hz, 2H), 7.01 (td, J=7.8Hz, 1.5Hz, 2H), 7.4
9 (d, J=7.8Hz, 2H), 7.61 (t, J=7.5Hz, 1H), 7.73-7.76 (m, 6H), 7.94 (d, J=8.3Hz, 
2H)
13C-NMR (125MHz, CDCl3, δ): 157.49, 141.50, 141.12, 140.30, 132.20, 131.32, 130
.91, 129.97, 128.87, 128.36, 127.11, 121.62, 121.29, 120.96, 118.72, 115.48, 113
.20, 57.25
TOF-Mass [M+]: Anal. Calcd for C33H19N3: 458.16, found: 458.24
元素分析: Anal. Calcd for C33H19N3:C 86.63, H 4.19, N 9.18%; found:C 86.82, H 4.
23, N 9.16%.
【００８５】
（実施例１）
　本実施例において、合成例１で合成した化合物１を用いて酸素センサーを作製し、評価
した。
　４５ｍｍ四方のシリコン基板上に、６重量％の化合物１とＴＰＳｉ－Ｆを共蒸着するこ
とによって発光層を８０ｎｍの厚さで製膜し、酸素センサーを作製した。
　図１に示すように、この酸素センサー１を２５℃の大気が入っているチャンバ－２内に
入れ、チャンバ－の外に設置したＵＶランプ３から２５４ｎｍの紫外線を連続的に照射し
た。酸素センサー１は緑色に発光した。次に窒素ボンベ４に接続した窒素導入ノズル５か
ら窒素ガスを酸素センサー１の中央部に向けて吹き付けた。その結果、図２に示すように
酸素センサーの中央部の発光強度が高くなることが確認された。この結果は、窒素ガスを
吹き付けることにより、酸素センサー中央部の酸素が除去されたため、遅延蛍光が効率良
く起こるようになって、発光強度が高まったことを示している。逆に、窒素ガスを吹き付
けていない周縁部は、酸素により発光が消光されているため発光強度が低くなっている。
このことは、発光強度（発光の明暗）により、チャンバ－内の酸素の存在を検出できるこ
とを示している。
　図３に、窒素ガスを吹き付けた場合と吹き付けなかった場合の量子効率－波長特性を示
す。窒素ガスを吹き付けた場合は量子効率が最大６７．３％であり、窒素ガスを吹き付け
なかった場合は量子効率が最大９．７％であり、その差が大きいことが確認された。
　また、ストリークカメラを用いてＰＬ過渡減衰を測定した結果を図４に示す。２～５Ｐ
ａの減圧下では発光寿命が３ｍｓ以上であり、大気中でも発光寿命が４００μｓもの長さ
になっていることが確認された。
【００８６】
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（実施例２）
　本実施例において、化合物１４１を用いて試験を行った。
　１０重量％の化合物１４１とＤＰＥＰＯまたはＵＧＨ２を共蒸着することにより石英基
板上に製膜し、ＰＬ発光スペクトル、ＰＬ量子収率、ＰＬ過渡減衰を測定した。図５に励
起波長３３９ｎｍにおけるＰＬ発光スペクトルを示し、図６にＰＬ過渡減衰曲線を示す。
化合物１４１によって、短寿命の蛍光に加え、長寿命成分に由来する遅延蛍光が観測され
た。ＰＬ量子収率はＤＰＥＰＯと共蒸着した場合が７４％、ＵＧＨ２と共蒸着した場合が
８０％と高いことが確認された。遅延蛍光を示す化合物１４１を用いて、実施例１と同様
に酸素センサーを作製し、窒素ガスを吹き付けた場合と吹き付けなかった場合の発光強度
の違いを確認することができる。
【００８７】
（実施例３）
　本実施例において、化合物２０１を用いて試験を行った。
　６重量％の化合物２０１とｍＣＰを共蒸着することにより石英基板上に製膜し、ＰＬ発
光スペクトル、ＰＬ量子収率、ＰＬ過渡減衰を測定した。図７に励起波長３３９ｎｍにお
けるＰＬ発光スペクトルを示し、図８にＰＬ過渡減衰曲線を示す。化合物２０１によって
、短寿命の蛍光に加え、長寿命成分に由来する遅延蛍光が観測された。ＰＬ量子収率は２
７％であることが確認された。遅延蛍光を示す化合物２０１を用いて、実施例１と同様に
酸素センサーを作製し、窒素ガスを吹き付けた場合と吹き付けなかった場合の発光強度の
違いを確認することができる。
【００８８】

【化２０】

【産業上の利用可能性】
【００８９】
　本発明の酸素センサーは、貴金属を含まないために安価に提供することが可能である。
また、本発明によれば、室温において十分な発光強度を有しており、発光寿命が長くて感
度も良好な酸素センサーを提供することが可能である。本発明の酸素センサーは、酸素の
検出や濃度測定が必要とされる様々なガスや液体に用いることが可能である。その適用分
野は、工業、食品、環境、医療、研究など多岐にわたる。このため、本発明の産業上の利
用可能性は高い。
【符号の説明】
【００９０】
　１　酸素センサー
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　２　チャンバ－
　３　ＵＶランプ
　４　窒素ボンベ
　５　窒素導入ノズル

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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